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はじめに 

過去に建設された公共施設等※1が，今後一斉に更新期を迎え，その対策が全国的に大きな

課題となっています。 

一方で，地方自治体の財政は厳しい状況にあり，人口減少等により今後の公共施設等の利

用需要が変化していくことも予想される中，平成 26（2014）年 4 月には総務省から各地方

公共団体に対し，公共施設等について，現況と将来の見通しを踏まえ，総合的・計画的な管

理を推進するための計画（公共施設等総合管理計画）を策定するよう要請がありました。 

 

このような状況の中，本市では，平成 27（2015）年 4 月に公共建築物の全体的な状況を

把握するための基礎資料として「旭川市公共施設白書」を作成し，平成 28（2016）年 2 月

に「旭川市公共施設等総合管理計画」を策定，計画については 6年ごとの見直し年度に当た

る令和 4年 3月に，これまでの取組の経過等を踏まえ，内容を整理・改訂しました。 

「旭川市公共施設白書」は，平成 27年の初版以後も更新を重ね，本白書は，令和 6年 4

月 1 日現在の公共建築物についての現状と施策を「令和 6 年度版 旭川市公共施設白書」

としてまとめたものです。 

 

本白書では，公共施設等のうち，主に公共建築物に焦点を当てていますが，第１章「公共

建築物を取り巻く状況」では，本市の公共建築物が抱える課題を把握・整理するため，公共

建築物の整備時期や耐震化状況に加え，本市の人口推移や財政状況を解説しています。 

第２章「用途別の公共建築物の状況」，第３章「地域別の公共建築物の状況」では，今後

の公共建築物の在り方を考えるための視点として，用途別，地域別に公共建築物の設置状況

を分析しています。 

第４章「公共施設マネジメントの取組」では，市民が安心して利用できる公共施設等を将

来にわたり持続的に提供するための取組として，「旭川市公共施設等総合管理計画」の内容

と取組実績について紹介・説明しています。 

 

本白書を通じて，公共建築物を始めとする公共施設等の現状や課題に対する理解が深ま

り，公共施設マネジメントについて関心をお持ちいただければ幸いに存じます。 

  

 
※1
 公共施設等 

「旭川市公共施設等総合管理計画」では，対象となる公共建築物（学校，市営住宅などのネケ

ムヌ），土木系公共施設（道路，橋りょうなど），企業会計施設（上水道，下水道など）を総称して公共

施設等としている。 



  

■対象施設について 

・機能に基づき施設を分類しているため，1棟の建物であっても機能別に複数の施設とし

て扱っています。例えば，「永山市民交流センター」は，1棟の建物からなりますが「永

山支所」，「いきいきセンター永山」，「永山児童センター」，「永山公民館」，「永山図書館」，

「永山地域包括支援センター」の 6施設として扱っています。 

・学校，市営住宅などは複数の棟で構成されていますが，全体として一つの機能を果たし

ていることから，1施設として扱っています。 

  

■掲載デヸタについて 

・施設の用途については，総務省ホームページで公開されていた「公共施設更新費用試算

ソフト」の分類に基づいています。 

・特記がない限り令和 6年 4月 1日現在の状況によります。 

・端数処理の都合上，合計値が合わない場合があります。 
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